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嘱する。

第4 運営

委員会の運営に関し必要な事項は，委員会が定める。

く大学の動き〉

将来計画検討委員会が10月17日に発足した。

この委員会は，将来計画立案のための準備委員

会（本広報7月1日付， No.276）の検討を経て，

9月25日に開催された評議会で、その設置及び要項

について承認を得たものである。

10月17日の会合では，総長のあいさつ，諮問文

の朗読等がなされた後，委員長に奨友正委員，

副委員長に近藤良夫委員及び奥田昌道委員をそれ

ぞれ選出，ついで討議が行われた。

委員会要項（資料 1），委員名簿（資料2），諮

問文（資料 3）及び総長あいさつ（資料4）は以

下に掲載する。

第 5 庶務

委員会の庶務は，事務局において処理する。

将来計画検討委員会の発足
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附則

この要項は，昭和59年 9月25日から実施する。
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2 資料

京都大学将来計画検討委員会要項

（昭和59年9月25日

評議会承認 ・総長裁定）
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第3 組織

1 委員会は，次に掲げる委員で組織する。

(1）各学部長及び教養部長

(Z）研究所長若干名

(3）学部，教養部及び研究所の教授

(4) 附属図お館長

(5) 医学部附属病院長

(6) その他総長が必要と認める者

(7）事務局長及び学生部長

2 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選に

よって定める。

委員長は会務を掌理し，副委員長は委員長を補佐し，

及び委員長に事故があるときはその職務を代行する。

3 委員会に必要に応じて小委員会を置くことができ

る。

小委員会には，必要に応じて第 1項の委員以外の者

を，その委員として加えることができる。

4 第l項第2号， 第3号及び第6号の委員並びに前項

の規定により小委員会に加えられる委員は，総長が委
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資料 3 

昭和59年10月17日

将来計画検討委員会殿

総長沢田敏男

次の事項について，理由を添えて諮問します。

21世紀を展望した本学の在り方及びそれに即した

施設の整備

（理由）

本学は，創立以来，幾多の変遷を経つつも着実な発展

を遂げ，数多くの独創的な研究業績や社会的に有為な人

材の輩出等により，我が国及び人類全体の文化の創造と

繁栄に貢献する学問の府として，輝かしい歴史と伝統を

形成してきた。

今後，本学がより一層の発展 ・充実を図るためには，

10余年後には関学100周年を迎えるとともに21世紀が到

来する現段階において，長期的な観点から，本学の総合

的 ・基本的な教育研究体制及びそれに即した施設の整備

についての検討に着手する必要がある。

資料 4 

将来計画検討委員会第一回

会議における総長あいさつ

本日ここに将来計画検討委員会の第一回会議を開催す

るに当たり，まず最初にこの委員会の仕事にご協力下さ

ることになりました委員各位に厚く御礼を申し上げたい

と存じます。

将来計画の策定につきましては，かねてからその必要

性が認識されていたところであり，本日この委員会が発

足することは極めて意義深いものがあります。

そこで，本委員会の設置に至る経緯について簡単にご

説明いたします。昨年12月以降，部局長会議において京

都大学の長期的将来計画の進め方について検討を重ねて

まいりましたが，その結果，将来計画立案のための準備

委員会を設けることが適当であるとの結論を得，本年3

月の部局長会議において準備委員会の設置についてご了

承をいただきました。この準備委員会は，部局長会議の

メンバ一等により構成され， 5月から 7月にかけて計6

回の会合を開き，将来計函検討委員会の構成及び検討事

項等について審議を行っていただきました。そこで得ら

れた問委員会要項等につき， 9月25日の評議会にお諮り

しご承認を得ましたので，本日の発足に至った次第で、あ

ります。この間，準備委員会のメンバーの先生方には大

変ご面倒をおかけしまた，ご協力をいただきましたこ

とに対し，深く謝意を表します。

さて， このたび本委員会に諮問し、たします事項は，

「21世紀を展望した本学の在り方及びそれに即した施設

の整備」であります。そこで，この諮問理由についてど

説明いたします。本学は，創立以来幾多の変遷を経つつ

も着実な発展をとげ，数多くの独自lj的な研究業績や社会

的に有為な人材の輩出等により，我が国及び人類全体の

文化の創造と繁栄に貢献する学問の府として，輝かしい

歴史と伝統を形成してまいりました。今後，本学がより

一層の発展 ・充実を図るためには， 10余年後には関学

100周年を迎えるとともに21世紀が到来する現段階にお

いて，全学的な叡智を結集し， 4半世紀から半世紀を見

通した長期的な観点から，本学の総合的 ・基本的な教育

研究体制l及びそれに即した施設の整備についての検討に

着手する必要があると考えます。これがこの諮問をお願

いする理由であります。なお，大学の未来像について

は，昭和47年9月に行われた大学問題検討委員会の答申

があります。この答申は大学の理念及びそれに基づいた

理想とされる大学像等を描いており，私としては，この

答申の趣旨をも尊重しながら審議を進めていただくこと

が大切であると考えます。

次に，今後の審議を進めるに当たり，私の希望いたし

ますところを若干申し述べたいと存じます。諮問事項か

ら看取されるように，審議の力点は「本学の総合的 ・基

本的な教育研究体制の在り方」及び「それに即した施設

の整備」の2点であり，この両者について適切な連携を

持って審議が進められることが期待されますが，本学の

現状を直視するとき，本学の一層の発展 ・充実にとって

重大なあい路となっているのが敷地問題であります。こ

のため，現キャンパスの再開発とともにキャンパス拡充

の可能性等について当面，特段のご努力を傾注され一日

も早く基本方向を示されることを強く期待します。

今後の審議を進めるに当たっては，委員各位のご労苦

は並み大抵ではないと存じますが，本学発展の基本方向

を見極めるに時機を失することのないよう，宜しくご審

議のほどをお願い申し上げます。

昭和59年度日本語・日本

文化研修留学生の受け入れ

昭和57年度から本学で受け入れている「日本語

・日本文化研修留学生制度」（本広報陥 240参照〉

による留学生として，昭和59年度は 12名（ 8か

国）を受け入れることとなり， 10月15日（月）楽

友会館において沢田敏男総長はじめ関係教職員の

出席のもとに開講式が行われた。

-565一



No. 280 京大広報

本年度の研修の概要は次のとおりである。

なお，昨年度の留学生9名に対する修了式が 9

月17日（月）京大会館において開催され，修了証

明書が授与された。

日

日本語 ・日本文化に関する授業科目と授業時間数

｜ 授梁時間数

｜ 筏業科目 ［1~芯1！現｜ 計
滞解 ・口頭表現 30時間 30時間 60 時間

本 日本語講読 30 30 60 

文章表現 30 30 60 

語小計 90 90 180 

日本事情ω 30 26 56 

肘 日本の社会に (10) (10) 
関する概説

日｜ （イ）詰2襲撃に 1 (10) （叩）

本 ｜ （ウ）貯2鱗に Ic10) αO) 

判量分野の諸問 ｜ （紛 (26) 

事 ！日本事情（同 52 42 94 

肘日本文学 (20) (22) (42) 

情 ｜ （イ） 日本f文田化・歴
史む）、出土を含 i(32) (20) i (52) 

小 計 I82 I 68 1150 

特罪2高警務幹事 I60寸 I 60 

教別 伝化統に産関業す及るび見学伝統等文 60 60 

育特別講義 30 30 

小計 60 90 150 

日本語強化コース 240 I 80 1320 

｜合 計い72 ¥ 328 ¥ 800 

く紹 介＞

（外国人留学生日本語 日＼
木文化研修実施委員会／

理学部・阿武山地震観測所及び

地震予知観測地域センター

昭和5年，本部構内にあった地球物理学教室の

実験室の近くを市電が通ることになった。精密観

測に支障がでてくる。それを避けるため，高槻市

奈佐原の阿武山に地震観測所を建て， 第 l講座の

実験室および研究室の一部を移した。その建物は

学部の講座の一部の移転先とは思えないほどの威

容を今も山上に誇っている（表紙写真）。

昭和29年，この観測所は教授定員をもっ教育実

習施設となった。 地震予知計画が実施に移された

昭和40年以後も定員増と観測研究設備の充実と近

代化がはかられ，昭和48年には建物の一部に地震

予知観測地域センターが新設された。

この当時，地m予知に関係していた大学は，助

手 1人，技官 1人とし、う地震や地殻変動の観測所

を数多く新設した。例えば，東北大学理学部は地

震2・地殻変動2，名古屋大学理学部も地震2・

地殻変動2，京都大学理学部は地震1・地殻変動

1である。

測地学審議会は，これらの大学に設置されてい

た地獄センタ ーを上記観測所群の中心として機能

できるように， 研究組織をもったものに整備すべ

きであるとの建議を出し，各大学は建議の趣旨に

そって小規模の地域センターを拡充改組して 1～

2研究部門の地域センターとした。京都大学理学

部には，以前から 1研究部門相当の規模をもっ阿

武山地震観測所があったため，その定員の大部分

を地域センターに移した。昭和54年のことであ

る。その際には2研究部門相当の研究組織とする

計画であったが，これはまだ実現していなし、。

地震データは，震源からみていろいろな方位と

距離にある観測所のデータがそろうほど，また短

周期から長周期までの完全な披形データがとれる

ほど，研究に寄与する。 しかし 1国でそれを能く

することはできなし、。かくて地震観測事業の国際

的性格が生れる。阿武山地震観測所では，特性の

異なる各種地震計を稼動させて大地震発生過程の

研究を進めるとともに， SeismologicalBulletin 

of A加yamaSeismological Observatory, Kyoto 

University （地震観測報告） を出版し各国の関係

機関に配付している。

地震の規模が小さいと観測可能な範囲も狭L、。

一つの大学が責任をもって観測できる程度の地域

である。範囲が狭くても，良質のデータを十分に

獲得するために，観測点を密に配置しなければな

らなし、。金はかかるけれど情報量が圧倒的にふえ

る。 小さな地震ほど数多く起っているからであ

る。この無感地震の観測研究は被害地震発生の背

景を調べることに相当するもので，地震予知に寄
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与する可能性が大きく，有感地震が気象庁担当で

あるのに対して，地震予知計画では大学の担当と

して位置付けられている。

大学は担当地域に観測網を張りテレメーターで

データを集中している。この体制ではそれぞれの

観測網の境界附近の地

震について不十分なデ

ータ しか得られないの

で，現在は隣接する観

測網間で一次データ

（観測量そのもの）の

交換がおこなわれてい

る。例えば近畿地方で

は図に示すように，名

古屋大学理学部 ・京都

大学防災研究所 ・東京

大学地震研究所和歌山

徴小地震観測所が当セ

ンタ ーとともに，その

交換制御装置を介して

データをリアルタイム

で相互にとりこんでい

る。

地震発生時刻 ・場所

．規模など地震に関す

る基礎的諸量は自動的

に決められることが望

ましし、。以前は多数の

非常勤職員による記録

の読み取りから始まる

一連の解析に莫大な労

力と時聞を必要とした

が，データ処理の研究

の進歩により，今では

自動化が完成し，関係

機関は東京大学地震研

究所情報センターを仲

介として，二次データ

（解析されたもの）をリ

アルタイムで送受しあ

っている。

地域センターでは地

震波の観測のほかに，

地殻変動 ・測地測量 ・高温高圧下の岩石物性と破

壊 ・地震予知に関連する地球化学的諸観測なども

おこなっている。

（理学部）

135・ 136・ 137・E

ー－36・N

付知

？三〆
回 100km 

図 微小地震観測網とそのデータ流通システム

波形データ（無線搬送）

グ （有線搬送）

冒－ // ( // 

波形データ交換（ グ
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処理局→データパンク
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く資 料〉

昭和58年度学生生活実態調査報告

学生が学習， 研究に専念するためには，日頃の

学生生活をいかにおくるかが重要であり，この見

地から，学生部では有効 ・適切な厚生施策の企画

この調査を行い，その集計結果を『学生生活実態

調査報告書』としてまとめた。

学生生活の現状に対して理解を深めるための参

考として，調査の概要を紹介する。

なお，本調査報告書の内容について詳しく知り

たい方は，学生部厚生課生活掛，各学部教務掛及

・実施のための基礎資料を得るため，昨年11月に び教養部厚生掛で閲覧されたい。

調査 の 概要

(1) 調査の目的

この調査の目的は，京都大学学生の主に経済生活の実態を把握し，有効適切な厚生施策を実

施するための基礎資料を得ることである。この目的のために，昭和28年以来，全学的調査を毎

年定期的に実施し昭和43年以降は，隔年ごとに実施してきた。このたびの調査はその第23回目

にあたる。

(2) 調査の方法

付）企画

昭和58年9月に調査の期日，対象，方法について実施上の細目を確定した。

（吟調査期日

昭和58年11月 1日とし，調査票を標本学生に配布し，記入を依頼した。

り母集団と抽出標本

調査対象は，昭和58年10月1日現在における在学学生中，外国人留学生を除いたものであ

る。母集団となる調査対象は次のとおりである。

学部男子学生 10, 216名 大学院修士課程学生 1,896名

学部女子学生 955名 大学院博士後期課程学生 1, 317名

計 11,171名 計 3,213名

合計 14, 384名

抽出には例年のごとく，層化無作為標本法を採用した。大学院学生からは男女とも 2分の 1'

学部男子学生からは 10分の l，学部女子学生については 2分の lの割合で抽出し，調査を行

った。この結果から得られた標本数は 3,120で全調査対象学生数14,384名の約22%にあたる。

調査結果の回収総数は2,459で標本数3,120からみると，回収率は78.8%となる。以下に標本

学生数，回収数，回収率を示すと次のようになる。

一一一ー～

一一一一一一一 項
標本学生数 回 収 数 回収率（必）

区分

教 義課程男子 460 321 69.8 

A守，，.」 笥1 専 門課程男子 567 445 78. 5 

全 Hー「,_ 女 子 480 346 72.1 

A弓~ー与 部 総 言十 1. 507 ｜※ 1.115 74.0 

文科系 132 91 68.9 
修 土 課 程

理科系 820 

二仁
94.3 

大学院
文科系 163 60.1 

博士後期課程
理科系 498 76.7 

大 主＋ 院 総 言十 1,613 1. 344 83.3 

学部・大学院総計 3,120 2,459 78.8 

※ 男女別無記入が3名含まれる。
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(3) 調査結果の要約

主 な 事 項 ｜学部学生 ｜大学院学生

家庭の
京 都 府 13.2% 15.8% 

所 在 地
近畿地方（京都府を含む） 57.3% 57.7% 

家 庭

家計支持者の職業が俸給生活者 73.5% 67.1% 

家庭の全年収（平均値） 8,092,197門 6,284,003円

過去半年間にアルバイトをした者 80.5% 76.6% 

アノレノくイト 使 衣食住，勉学費に使用した者 34.3% 70.6% 

途 上記以外に使用した者 65.4% 28.19ぢ

奨 PてA「,_ 金 受 給 し て い る 者 23.4% 69.0% 

徒 歩 9.0~杉 22.7~ぢ

通 A寸比ー

自 転 車 38.1% 27.5% 

自 宅通学者 30.7% 21.6% 

住 居

京都市内居住者 77.5% 87.19ぢ

勉 戸-'f崎－ 白 習 時 間 2.4時間 5.3時間

課外サークノレ 加入している者 71.4~ぢ 30.8% 

家 庭 台、 ら （平均値） 76,400門 37,200円

収入月額

（自宅外通学者）
アノレノミイト ・奨学金 （平均値） 30.100円 88, 100門

収入 金合 5十 （平均値） 108,300円 127,600円

部 屋 代 （平均値） 22,300円 22,600円

支出月額 食 安t （平均値） 32,200円 38,700円

（自宅外通学者）
勉 学 費 ・書籍費合計 （平均値） 8,900円 14.700円

ーλ＋‘ 出 金合計 （平均値） 106,800円 125,300円

注記 アノレバイトの使途の割合は第一順位の数値を表記した。又，衣食住，勉学費に使用した者と上記以外に使

用した者の合計が 100~ぢにならなし、のは，無回答，誤記入があるためである。

（学生部）

-569ー




	空白ページ

